
様式第２号
新商品の生産等による新事業分野開拓事業者認定本申請書

年　　月　　日

大阪府知事　様

［申請者］

本店等の所在地　
商号又は名称　
代表者の職及び氏名　

　
新商品の生産等による新事業分野開拓事業者認定事業の認定を受けたいので、「新商品の生産等による新事業分野開拓事業者認定事業実施要綱」第５条第４項及び第５項の規定により、以下の書類を添えて本申請します。

（添付書類）

①　実施計画（様式第２号）

②　誓約書（様式第３号）

③　登記事項証明書（全部事項証明書）（法人に限る）

④　直近２事業年度の決算書及び事業報告（これらがない場合は、経営状況及び事業内容を記載した書類）

⑤　府税の納税証明書（未納のない証明書）

⑥　新商品等の詳細が分かる資料（品質証明書、試験成績表、特許等の取得状況が確認できる資料等）
（提出部数）

各１部（ただし、③、⑤は受付期間中に交付を受けた原本）

※　留意事項

・提出される書類はＡ４版とします。

・提出された書類は返却いたしません。
・提出された書類はこの事業にのみ使用し、その他の目的に使用いたしません。
様式第２号
新商品の生産等による新事業分野開拓実施計画
	◆処理欄
	


◆欄は記入不要
Ⅰ　認定を受けようとする事業者の概要
	（ふりがな）
商号・名称

	

	
	

	（ふりがな）
代表者職・氏名

	

	
	

	所在地
（本店・主たる事務所）
	

	設立年月日
	　　　　年　　　　月　　　　日

	資本金
	　　　　　　　　　　　　円

	従業者数
	常用　　　　名　・　臨時　　　　名

	事業内容

	

	業種
	※日本標準産業分類の小分類のうち、該当するものをひとつ記入してください。



	ウェブページ
	※ウェブサイトのURLを「http…」又は「https…」から記入してください。



	連絡担当　　氏名
	

	部署・役職
	

	TEL
	

	FAX
	

	電子メール
	


以下の欄は記入不要です
	◆項目
	◆内容
	◆確認

	◆本店の確認
（大阪府）
	□登記事項証明書（全部事項証明書）（法人に限る）の確認
□大阪府に主たる事務所（会社は本店として登記）を有する
	

	◆中小企業の確認

	業種　　　＝
	

	
	資本金　　＝
	

	
	従業者数　＝
	


◆欄は記入不要
Ⅱ　新商品等について
（１）　新商品等の概要
	（ふりがな）
新商品等の名称
	

	
	

	新商品等の概要

	※新商品等の機能、用途、特徴などを200文字程度で、簡潔に記入してください。この内容は新商品等の説明文として使用することがあります。

	
	○

	新商品等の分類
	※「防災」「環境」「福祉」「医療」「教育」「業務・生活」「その他」のうち、新商品等が最も当てはまる分類をひとつ記入してください。

	
	○

	販売価格
（税込み）
	※府の機関が購入を検討する単価です。最小販売単位なども併せて記入してください。

	
	１個あたり　　　　　円（最小販売単位　　　　　）

	開発期間及び
販売開始時期

	※該当する場合に■印とし、年月をご記入ください。自社で開発し、申請の時点で販売を開始してから概ね５年以内であることが要件です。

	
	□自社開発した新商品等である
開発期間　　　　　年　　月　～　　　　　年　　月
販売開始時期　　　　　年　　月

	販売実績及び
主な納入先

	※該当する項を■印としてください。販売実績の少ない新商品等であることが要件です。

	
	□販売実績あり
販売時期　　　　　年　　月　～　　　　　年　　月
販売金額　　　　　　円　／　数量　　　　　　台・個・本
主な納入先　　　　　　　　
□販売実績のうち「自治体」への実績あり
（ただし、社会貢献や社会課題解決につながる新商品等で、国又は地方公共団体（大阪府を除く。）で導入実績があるものに該当する場合は、４ページ目に記載すること）
販売時期　　　　　年　　月　～　　　　　年　　月
販売金額　　　　　　円　／　数量　　　　　　台・個・本
納入先　　　　　　　　　
□販売実績なし

	法律の承認（認定）を受けた計画等の状況


	※該当する項目を■印とし、必要事項を記入してください。
□法律の承認（認定）
※中小企業等経営強化法第１４条の規定による知事の承認等を受けた経営革新計画に基づいて生産する商品など
承認（認定）年月日　　　　　年　　月　　日
番号　第　　　号

□府、大阪市、公益財団法人大阪産業局が実施する事業の認定等
事業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
実施機関名　　　　　　　　　　　　　　　　　

認定等年月日　　　　　年　　月　　日　番号　第　　　号
□国及び市町村等からの表彰や認定等
事業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
実施機関名　　　　　　　　　　　　　　　　　
認定等年月日　　　　　年　　月　　日　番号　第　　　号
□大阪ヘルスケアパビリオンのリボーンチャレンジに出展した商品等
　　　リボーンチャレンジ出展期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　
      リボーンチャレンジ出展テーマ　　　　　　　　　　　　　　　　　　

リボーンチャレンジ実施主体　　　　　　　　　　　　　　　　　
□社会貢献や社会課題解決につながる新商品等で、国又は地方公共団体（大阪府を除く。）への導入実績
※販売先（国又は地方公共団体名）、販売日、販売数を販売先ごとに記載してください。本欄に記載しきれない場合は資料を添付してください。




以下の欄は記入不要です
	◆項目
	◆内容
	◆確認

	◆自社開発の確認
	□開発、設計を行っていること（対象外：販売代理店、単に製造のみを請負う）
	

	◆販売実績等の確認
	□販売開始後、概ね５年以内で、販売実績が少ないこと（「新商品の生産等による新事業分野開拓事業者認定事業実施要綱」別表第１（４）を除く）
	

	◆法律の認定等の確認
	□法律の承認を受けた計画等により生産する新商品等であること
	


◆欄は記入不要
（２）　新商品等の新規性、有用性、実施方法の適切性
	①新規性又は既存商品等とは
著しく異なる
使用価値

	※他の商品等にない新規性、又は、既存の商品等と比較して、著しく異なる使用価値を具体的に記入してください。また、説明の根拠となる客観的資料（技術説明書、試験成績書など）を併せて提出してください。

	
	○

	②事業活動に係る技術の高度化、
経営の能率の向上、住民生活の利便増進

	※事業活動の技術の高度化、経営能率の向上、住民生活の利便向上などに、どのように役立つか具体的に説明してください。

	
	○

	③販売見込、市場性など

	※販売ターゲット、現在の市場規模、拡大を見込む理由など、計画の実現性、実施方法の適切さを具体的に説明してください。

	
	○


（３）　特許等の取得状況
	新商品に関する
特許等（特許、実用新案、意匠、商標）の取得状況
	種類
	特許・実用新案・意匠・商標

	
	番号
	

	
	出願、登録年月日
	

	
	名称
	

	
	特許等の新商品に占める箇所
	

	
	出願中、共同出願等の特記事項
	


（４）　関係法令等の適合確認
	関係法令等の
適合確認

	※関係法令等に適合していることが申請の要件です。関係法令や他社の特許等を侵害していないか確認した上で、■印としてください。

	
	□関係法令等に適合した新商品等である
□特許権等の権利に関する問題が生じない新商品等である
□ＪＩＳ規格など品質及び安全性に関する基準に合致している


	安全性、品質など

	※製品の安全性や品質、環境への配慮など、客観的な評価（ＪＩＳ規格、認証マークなど品質基準の取得、化学物質の製品安全データシートなど）を受けている場合は記入してください。認定書などがあれば併せて提出してください。
また、安全性、品質の確保などのため配慮している事項があれば記入してください。

	
	規格・マーク等の名称
	

	
	認定機関名など
	

	
	その他、配慮している事項
	

	「大阪府グリーン調達方針」
の適合確認

	※「大阪府グリーン調達方針」に適合していることが申請の要件です。該当するものを■印として、その理由等を記入してください。

	
	□新商品等は「大阪府グリーン調達方針」の「対象品目」に該当するものであり、「判断基準」に適合している。
□新商品等は「大阪府グリーン調達方針」の「対象品目」に該当するものではないが、「基本原則」に適合している。


	
	○理由や考え方



以下の欄は記入不要です
	◆項目
	◆内容
	◆確認

	◆使途見込の注意事項
	□新商品等
（対象外：食品、医薬品、医薬部外品、化粧品、工事における工法・技術）
□使途が見込まれるもの　注意事項説明済み
	

	◆関係法令等適合確認
	□関係法令等に適合した新商品等である
□大阪府グリーン調達方針に適合した新商品等である
	


◆欄は記入不要
Ⅲ　新商品の生産等について
（１）　新商品の生産等
	生産又は提供の
形態

	【新商品の生産の場合】

□自社生産
□他社に委託生産　委託生産者名　＝
□共同生産　　　　共同生産者名　＝
【新役務の提供の場合】

□自社提供
□他社に一部委託提供　一部委託提供者名　＝
委託内容（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
※該当する項目を■印とし、生産者名などを記入してください。



	生産又は提供の
場所
（工場名、所在地等）

	※委託生産又は委託提供の場合は委託先を記入してください。

	
	○

	生産又は提供の
概要

	※生産又は提供に必要な原材料等の品名と仕入れ先名、生産又は提供の工程を記入してください。

	
	○

	生産又は提供に

必要な設備

	○


※新商品の生産等（開発、設計など）を行っていることが要件。新商品の生産等を行わない販売代理店や開発、設計を行わず単に商品の製造や役務の提供のみを請負う事業者は対象外。
（２）　新商品等の販売
	販売経路

	□直接販売
□代理店販売　代理店名　＝
※該当する項目を■印とし、代理店名などを記入してください。

	標準納期
	注文後　約　　　　日

	品質保証
	□なし
□あり　　保証期間（年）＝
※該当する項目を■印とし、保証期間を記入してください。


以下の欄は記入不要です
	◆項目
	◆内容
	◆確認

	◆生産又は提供の確認

	生産又は提供の概要、生産又は提供の設備などから、
□新商品の生産等（開発、設計など）を行っている
□販売代理店や単に製造のみを請負う事業者でない
	


◆欄は記入不要
（３）　新商品等の生産・提供及び販売の実施計画
	決算期
	今期
　年　月　日
～　　　年　月　日
	来期
　年　月　日
～　　　年　月　日
	来々期
　年　月　日
～　　　年　月　日
	備考

	生産・提供数量（目標）
単位＝
	
	
	
	

	売上高（目標）
単位＝千円
	
	
	
	


Ⅳ　新商品等の生産・提供及び販売に必要な資金の額及びその調達方法について
	決算期
	今期
　年　月　日
～　　　年　月　日
	来期
　年　月　日
～　　　年　月　日
	来々期
　年　月　日
～　　　年　月　日
	備考

	資金
	設備投資

	
	
	
	

	
	運転資金

	
	
	
	

	
	広告費

	
	
	
	

	
	その他

	
	
	
	

	
	合計（Ａ）
	
	
	
	

	調達方法
	自己資金

	
	
	
	

	
	借入（政府系）

	
	
	
	

	
	借入（民間）

	
	
	
	

	
	その他

	
	
	
	

	
	合計（Ｂ）
	
	
	
	


合計（Ａ）と（Ｂ）の額は一致します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位＝千円
設備投資、運転資金は、算入した費目（人件費、機械設備費等）を備考欄に記入ください。
その他については、具体的費目を備考欄に記入ください。
以下の欄は記入不要です
	◆項目
	◆内容
	◆確認

	◆財務状況
	□　スコア入力チェック
	

	◆府税の納税証明書
	□　府税の未納がないこと
	


◆欄は記入不要
Ⅴ　その他
	今回の募集をお知りになった媒体
	※今回の募集をお知りになった媒体を■印としてください

	
	□ホームページ（大阪府）
□ホームページ（大阪府以外＝　　　　　　　　　）
□募集案内チラシ（入手場所＝　　　　　　　　　）
□メールマガジン（発行者名＝　　　　　　　　　）
□新聞（新聞名＝　　　　　　　　　　　　　　　）
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


	電子データの提出のお願い
以下の電子データを　各１　提出願います。
1 　様式第２号　②　新商品等の写真データ



以下の欄は記入不要です
	◆項目
	◆内容
	◆確認

	◆既認定等
	□本制度で、過去に新商品等として申請を行ったものと同一のものではない。
	


◆欄は記入不要
【申請区分】　（　　）新商品の生産


（　　）新役務の提供


　※該当するいずれかの項目を○で囲んでください。
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